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「障がい」の表記について 

「障害」の「害」という漢字がもつマイナスの印象と、これを

不快に感じる方の思いに配慮していく必要があると考え、「がい」

をひらがなで表記することとしました。 

漢字かひらがなかという議論自体を無意味に思うといった意見

があることは承知していますが、「害」のマイナスイメージを払拭

するとともに、障がいのある人への差別やさまざまなバリアにつ

いて、市や市民一人ひとりが考える契機にしていきたいと考えて

います。 

なお、法律で定められた用語等については、混乱を避けるため

漢字表記としています。 
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第１章 計画策定にあたっての基本的事項 

基本理念：だれもが自分らしく暮らせるまちをつくる 

全ての人が住み慣れた地域で「自分らしい暮らし」が送れることを願っています。

支援や介護が必要なときも「いきいきと輝ける暮らし」を実現するよう支えあうこ

とが、私たちがめざす障がい者福祉です。 

障がいのあるなしにかかわらず、一人ひとりが主人公になって主体的に生きる力を

身につけ、お互いの人権を尊重しあいながら、つながりを持って安心して心豊かに暮

らせるよう支援するユニバーサルデザインの理念に基づいた「ひとづくり」、「しく

みづくり」、「まちづくり」が必要です。公的な制度に基づくサービスを基盤としつ

つ、障がいのある人自身を含めた市民参加によって柔軟、多彩に展開される地域福祉

活動との効果的な協働を進め、「高参加・高福祉」の障がい者福祉を実現していきま

す。 

 

 １  計画策定の目的 

本市では、2007（平成 19）年３月に「伊賀市障害福祉計画（第１期）」を策定

して以来、６期にわたって「障がい福祉計画」を策定し、障害福祉サービス及び相

談支援、地域生活支援事業の提供基盤等の整備に努めてきました。 

この間、わが国においては、2014（平成 26）年に国連の「障害者の権利に関す

る条約（障害者権利条約）」が批准されましたが、これに先立ち批准に向けた国内法

の整備が行われ、2011（平成 23）年 7 月の障害者基本法の改正、2012（平成

24）年 10 月に「障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律

（障害者虐待防止法）」が施行、2013（平成 25）年４月に「障害者自立支援法」

が「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（障害者総合支援

法）」へ改正されたことにより、障がい者の範囲に新たに難病等が含まれました。 

さらに 2016（平成 28）年４月の「障害を理由とする差別の解消の推進に関する

法律（障害者差別解消法）」の施行、同年５月の「発達障害者支援法の一部を改正す

る法律」など、障がい福祉分野の法制度は大きな変革が行われてきました。 

また、2018（平成 30）年６月には障がい者の個性と能力の発揮及び社会参加の

促進を目的とする「障害者による文化芸術活動の推進に関する法律」が施行され、文

化芸術活動の側面を含めた総合的な施策の展開が求められるようになっています。 

本計画は、このような一連の改革を踏まえたうえで、2020（令和２）年 12 月

に策定した「第４次伊賀市障がい者福祉計画」を基本としつつ、障害者総合支援法

第 87 条第 1 項及び児童福祉法第 33 条の 19 の規定に基づき、障がいのある人が

自立した地域生活及び社会生活を営むことができるよう、障害福祉サービス及び相

談支援、地域生活支援事業の必要量を的確に見込むとともに、その提供体制の確保

や計画推進のための取り組みを定めるため策定します。 



 

２ 

 

 ２  計画の位置づけ 

本計画は、障害者総合支援法第 88 条第 1 項に規定する「市町村障害福祉計画」

であり、「伊賀市総合計画」や「伊賀市地域福祉計画」、障害者基本法に基づく「伊

賀市障がい者福祉計画」を相互補完的な計画とし、今後、本市が進めていく障害福

祉サービスに係る給付、相談支援及び地域生活支援事業の方向性や目標値を定める

計画です。 

また、2018（平成 30）年度より、児童福祉法の改正に伴い児童福祉法第 33 条

の 20 で障がいのある子どもに対するサービスの提供体制の確保や円滑な実施に関

する計画を定めることが義務付けられたことから、「第３期伊賀市障がい児福祉計

画」を「第７期伊賀市障がい福祉計画」と一体的に策定します。 

■図１ 計画の位置づけ 
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 ３  計画の期間 

計画期間は、第４次伊賀市障がい者福祉計画の後期期間にあわせ、2024（令和

６）年度から 2026（令和８）年度までの３年間とします。 

■図 2 計画の期間 

2021（Ｒ3） 2022（Ｒ４） 2023（Ｒ５） 2024（Ｒ６） 2025（Ｒ７） 2026（Ｒ８） 

第４次障がい者福祉計画 

2021（令和３）年度 ～ 2026（令和８）年度 

第６期障がい福祉計画 

 第２期障がい児福祉計画 

2021（令和３）年度～2023（令和５）年度 

第７期障がい福祉計画 

 第３期障がい児福祉計画 

2024（令和６）年度～2026（令和８）年度 

 

 

第２次総合計画 

第４次地域福祉計画 

第４次障がい者福祉計画 

第７期障がい福祉計画 

第３期障がい児福祉計画 

子ども・子育て支援 

事業計画 

高齢者福祉計画 

介護保険事業計画 

その他関連個別計画 

 



 

３ 

 

 ４  計画の進行管理 

障害者総合支援法においては、計画に定める事項について、定期的に調査、分析及

び評価を行い、必要があると認めるときは、計画を変更すること、その他の必要な措

置を講ずること（ＰＤＣＡサイクル）とされています。 

本市では、障がい者地域自立支援協議会において、本計画の進捗状況及び数値目標

の達成状況などについて調査及び分析、評価を行い、必要があると認めるときは、計

画の変更や見直しを行います。 

 

  ※ＰＤＣＡサイクルとは 

   業務プロセスの管理手法の一つで、「計画(plan)」、「実行(do)」、「評価(check)」、「改善(act)」

という４段階の活動を繰り返し行うことで、継続的にプロセスを改善していく手法 

 

 

 ５  障がいのある人の状況 

障害者手帳を所持している市民は、2022（令和４）年度３月末現在、5,816 人

で、人口の約７％となっています。内訳を見ると、身体障害者手帳所持者は 4,084

人で、そのうちの約５割が肢体不自由です。また、療育手帳所持者は 926 人で、2019

（令和元）年度と比較して 75 人増加しています。精神障害者保健福祉手帳所持者は

806 人で、2019（令和元）年度から 76 人増加しています。 

この項では、現状をとらえる指標の一つとして障害者手帳所持者数をあげています

が、発達障がい者や難病患者も手帳の有無に関わらず障がい者の範囲に含まれており、

各種サービスの対象となっています。 

なかでも発達障がい者については、診断環境の整備や社会認知拡大に伴い、対象者

が増加しています。 

また、本市人口に占める外国籍の人の割合は県内他市町に比べて高く、定住化も進

む中、外国籍の人のサービス利用が増加し、生活習慣の違いや背景を理解した上での

支援が必要となっています。 

 

■各障害者手帳所持者数の推移（各年度末現在）        〔単位：人〕 

区 分 
2020 年度 

（令和２） 

2021 年度 

（令和３） 

2022 年度 

（令和４） 

身体障害者手帳 4,381 4,174 4,084 

療 育 手 帳 876 895 926 

精神障害者保健福祉手帳 737 767 806 

計 5,994 5,836 5,816 

 

 

 



 

４ 

 

■身体障害者手帳所持者数（2022（令和４）年度末現在）    〔単位：人〕 

区分 
視覚 

障がい 

聴覚・

平衡 

機能 

障がい 

音声・

言語・そ

しゃく 

障がい 

肢体 

不自由 

内部 

障がい 
合 計 

計 

者 児 

１級 102 27 2 293 696 1,120 1,109 11 

２級 58 67 4 319 23 471 456 15 

３級 15 61 17 488 162 743 737 6 

４級 12 120 15 676 293 1,116 1,114 2 

５級 32 1  255  288 284 4 

６級 23 163  160  346 341 5 

計 242 439 38 2,191 1,174 4,084 4,041 43 

2019 年度 

（令和元）  
289 520 51 2,569 1,286 4,715 4,666 49 

 

■療育手帳所持者数（各年度末現在）              〔単位：人〕 

区 分 2019（令和元）年度 2022（令和４）年度 

Ａ１（最重度） 

Ａ２（重 度） 

18 歳未満 55 67 

18 歳以上 270 271 

計 325 338 

Ｂ１（中 度） 

Ｂ２（軽 度） 

18 歳未満 131 174 

18 歳以上 395 414 

計 526 588 

合 計 851 926 

 

■精神障害者保健福祉手帳所持者数（各年度末現在）      〔単位：人〕 

区 分 2019（令和元）年度 2022（令和４）年度 

１ 級 70 64 

２ 級 496 541 

３ 級 164 201 

計 730 806 

 

■障害福祉サービス支給決定者数（各年度末現在）       〔単位：人〕 

区 分 2019（令和元）年度 2022（令和４）年度 

障がい者 774 739 

障がい児 214 294 

計 988 1,033 

 



 

５ 

 

 

第２章 障がい者支援の重点課題 
 

 １  福祉施設入所者の地域生活への移行 

【国の指針】 

2026（令和８）年度末における地域生活に移行する者の数値目標の設定にあた

っては、2022（令和４）年度末時点の施設入所者数の６％以上が地域生活へ移行

し、また、2026（令和８）年度末の施設入所者数を 2022（令和４）年度末時点

の施設入所者数から５％以上削減することを基本とし、これまでの実績及び地域の

実情を踏まえて設定することとしています。 

なお、障害児入所施設の 18 歳以上の入所者については、従前のとおり施設入所

者の算定対象外としています。 

  

【市の状況】 

 第６期計画の期間中、支援者への地域移行啓発や聴き取り調査に取り組みました

が、地域へ移行した後に生活が難しくなることへの不安が障がい者・保護者ともに

あり、さまざまな視点から考える必要があることも分かってきました。 

障がいの重度化・高齢化が進んでおり、介護保険の移行についても関係機関や支

援者との連携が必要です。 

 

【市の目標値】 

 本市においては、本人の意思を決定するための情報や地域で生活するために必要

な社会資源が不足しています。地域生活を行うために必要なサービスの整備を図り

ながら、施設への聞き取りや本人の意向確認を行い、相談支援事業所、施設等と連

携し、国の指針に基づき、2024（令和６）年度からの３年間で施設入所者数を５

人削減するとともに、地域生活移行者数を５人と設定します。 

 

 

 

項 目 数 値 考え方 

2022（令和４）年度 

末時点の入所者数（Ａ） 
82 人 2022（令和４）年度末時点の施設入所者数 

2026（令和８）年度 

末時点の入所者数（Ｂ） 
77 人 2026（令和８）年度末時点の利用人員 

【目標値】 

削減見込（Ａ－Ｂ） 

５人 
差引減少見込み数 

6.1％ 

【目標値】 

地域生活移行者数 

５人 2024（令和６）年度から３年間で施設入所か

ら地域生活へ移行した者の数 6.1％ 



 

６ 

 

 

 ２  精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの充実 

【国の指針】 

 精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けて、保健・医療・福

祉関係者が連携して取り組むとともに、市町村及び都道府県が精神保健医療福祉体

制の基盤整備等を推進することにより、精神障がい者の地域移行や定着が可能とな

ることから、精神障がい者の精神病床からの退院の促進を図ることとしています。 

 

【市の状況】 

 本市では現在、伊賀圏域障がい福祉連絡協議会などにおいて、精神障がいに関す

る支援についての地域における課題を洗い出し、抽出された課題を解決するために

協議を行っています。 

 

【市の目標値】 

 伊賀圏域障がい福祉連絡協議会などにおいて協議を続けるとともに、病院、訪問

看護ステーション、相談支援事業所等と連携を図り、安心して自分らしい暮らしを

することができるよう、精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムを充実させ

支援体制の強化を図ります。 

 

 

 

 ３   福祉施設から一般就労への移行 

◆３－１ 一般就労への移行者数   

【国の指針】 

 福祉施設の利用者のうち、就労移行支援事業などを通じて、2026（令和８）年

度中に一般就労に移行する者の数値目標の設定にあたっては、2021（令和３）年

度の一般就労への移行実績の 1.28 倍以上とすることを基本として、これまでの実

績及び地域の実情を踏まえて設定することとしています。 

 就労移行支援事業については、一般就労への移行における重要な役割を踏まえ、

2021（令和３）年度の一般就労への移行実績の 1.31 倍以上とすることを基本と

しています。さらに、事業所ごとの実績の確保・向上の観点から、就労移行支援事

業所のうち、就労移行支援事業利用終了者に占める一般就労へ移行した者の割合が

５割以上の事業所を全体の５割以上とすることを基本としています。 

項 目 数 値 考え方 

【目標値】 

保健、医療、福祉関係者による

協議の場の開催回数 

年６回以上 
圏域体制での協議を今後も引き

続き行う 



 

７ 

 

 また、就労継続支援については、一般就労が困難である者に対し、就労や生産活

動の機会の提供、就労に向けた訓練等を実施することが事業目的であること等に鑑

み、就労継続支援Ａ型事業については 2021（令和３）年度の一般就労への移行実

績の 1.29 倍以上、就労継続支援Ｂ型事業については 1.28 倍以上を目指すことと

しています。 

 

【市の状況】 

 本市では、伊賀圏域障がい福祉連絡協議会就労部会において、就労支援に関する

情報共有や一般就労を促進するための啓発に取り組んでいます。 

 

【市の目標値】 

 障がいのある人と企業の求めることとの認識の違いにより、求人率は増加してい

るものの一般就労に繋がらないケースがあります。よりきめ細やかな就労支援を行

い、国の指針に基づき、2026（令和８）年度中の福祉施設からの一般就労移行者

数を９人と設定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項 目 数 値 考え方 

2021（令和３）年度中

の一般就労移行者数 
６人 

福祉施設利用者のうち、就労移行支援事業等を通

じて一般就労した者の数 

【目標値】 

 

2026（令和８）年度中

の一般就労移行者数 

９人 

(1.5 倍) 

2026（令和８）年度中に就労移行支援事業等を

通じて一般就労する者の数 

１人 就労移行支援事業所からの一般就労移行者数 

３人 就労継続支援Ａ型事業所からの一般就労移行者数 

５人 就労継続支援Ｂ型事業所からの一般就労移行者数 

【目標値】 

就労移行支援事業利用終

了者のうち、一般就労移

行者の割合が５割以上の

事業所を全体の５割以上 

１か所 一般就労移行率５割以上の事業所数 



 

８ 

 

◆３－２ 就労定着支援事業の利用者数および定着率  

【国の指針】 

 就労定着支援事業の利用者数については、2021（令和３）年度の実績の 1.41

倍以上とすることを基本としています。 

 さらに、就労定着支援事業の就労定着率については、就労定着支援事業所のうち、

就労定着率が７割以上の事業所を全体の２割５分以上とすることを基本としていま

す。 

 

【市の状況】 

 本市では、伊賀圏域障がい福祉連絡協議会就労部会を通じて事業所や企業と連携

を図り、個々のケースに応じて、伊賀圏域障がい者就業・生活支援センターを中心

として一般就労後の定着支援に対応しています。そのため、一般就労移行者は毎年

一定数いるものの、就労定着支援の利用者は増えていない現状があります。 

 

【市の目標値】 

 一般就労移行者には就労定着支援事業の利用を促進するとともに、ハローワーク

等の関係機関と連携し、国の指針に基づき、2026（令和８）年度の就労定着支援

事業の利用者数を９人と設定します。 

 また、就労定着支援事業所のうち、就労定着率が７割以上の事業所を１か所以上

と設定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項 目 数 値 考え方 

2021（令和３）年度末時点の 

就労定着支援事業利用者数 
６人 就労定着支援事業利用者数 

【目標値】 

2026（令和８）年度末時点の 

就労定着支援事業利用者数 

９人 

(1.5 倍) 
就労定着支援事業利用者数 

2022（令和４）年度末時点の 

就労定着支援事業所数 
３か所 就労定着支援事業所数 

【目標値】 

2026（令和８）年度末時点の就

労定着率が７割以上の事業所を

全体の２割５分以上 

１か所 就労定着率７割以上の事業所数 



 

９ 

 

 ４   地域生活支援の充実 

【国の指針】 

 2026（令和８）年度末までに、各市町村において地域生活支援拠点等を整備す

るとともに、その機能の充実のため、コーディネーターの配置などによる効果的な

支援体制及び緊急時の連絡体制の構築を進め、また、年１回以上、支援の実績等を

踏まえ運用状況を検証、検討することを基本としています。 

 また、強度行動障害を有する者に関して、2026（令和８）年度末までに、各市

町村又は圏域において、その状況や支援ニーズを把握し、地域の関係機関が連携し

た支援体制の整備を進めることを基本としています。 

 

【市の状況】 

 本市では、2020（令和 2）年 4 月から地域生活支援拠点機能を面的に整備し、

運用を開始しています。2022（令和４）年度末時点で、地域生活支援拠点等の５

つの機能のうち「相談」、「緊急時の受入・対応」、「体験の機会・場」の３つの機能

が備わっています。 

 

【市の目標】 

 2026（令和８）年度末までに、地域生活支援拠点等の５つの機能である「相談」、

「緊急時の受入・対応」、「体験の機会・場」、「専門的人材の確保・養成」、「地域の

体制づくり」の充実を図ります。緊急時における迅速・確実な活用を図るとともに、

施設などからの地域移行に対する支援を進めます。また、運用状況の検証等を障が

い者地域自立支援協議会において実施します。 

 さらに、強度行動障害を有する者に関して、相談支援事業所等から現状や支援ニ

ーズを聞き取り、地域の関係機関が連携した支援体制の整備を進めます。 

 

 

項 目 数 値 考え方 

【目標値】 

障がい者地域自立支援協議会

における検討回数 

年２回以上 
運用状況の検証等を今後も引き

続き行う 
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 ５  相談支援体制の充実・強化等 

【国の指針】 

 2026（令和８）年度末までに、各市町村において、地域の相談支援体制の強化

及び関係機関等の連携の緊密化を通じた地域づくりの役割を担う基幹相談支援セン

ターを設置し、総合的・専門的な相談支援体制を確保することを基本としています。 

 また、地域づくりに向けた協議会の機能をより実効性のあるものとするため、協

議会において、個別事例の検討を通じた地域サービス基盤の開発・改善等を行う取

組を行うとともに、これらの取組を行うために必要な協議会の体制を確保すること

を基本としています。 

 

【市の目標】 

 障がいのある人が住み慣れた地域で自分らしい暮らしを送るためには、一人ひと

りのニーズに応じた適切な障害福祉サービス等の利用を支える相談支援体制の充実

及び強化が必要です。 

 市では、障がい者地域自立支援協議会専門部会を活用し、相談支援専門員のスキ

ルアップを図るとともに、2018（平成 30）年度に整備した基幹相談支援センター

が専門的な指導助言を行っています。 

 現在、一般的な相談支援は障がい者相談支援センターで対応していますが、今後

基幹相談支援センター及び障がい者相談支援センターの支援体制の見直しを行い、

市で行う相談支援を基幹相談支援センターに集約し、総合的な相談支援、地域の相

談支援体制の強化及び関係機関等の連携の緊密化を通じた地域づくりの役割を担う

機関として相談支援体制の更なる充実及び強化を図ります。 

 

  

項 目【目標値】 数 値 考え方 

地域の相談支援事業所に対する

訪問等による専門的な指導及び

助言 

160 件 訪問による実施件数 

地域の相談支援事業所の人材育

成の支援 
1 回 研修会の開催回数 

地域の相談機関との連携強化の

取組 
10 回 専門部会の開催回数 
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 ６  障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に係

る体制の構築 

 

【国の指針】 

 2026（令和８）年度末までに、各市町村において、障害福祉サービス等の質を

向上させるための取組に係る体制を構築することを基本としています。 

【市の目標】 

  市の職員は、障害福祉サービス等の利用状況を把握し、障がい者等が真に必要と

する障害福祉サービス等が提供できているか検証を行っていくことが求められてい

るため、障害者総合支援法の具体的な内容を理解するための取組を行います。 

 また、自立支援審査支払等システム等を活用し、請求の過誤をなくすための取組

や、適正な運営を行っている事業所の確保に努めます。 

 伊賀圏域障がい福祉連絡協議会などにおける各種部会等において、同一事業を提

供する障害福祉サービス事業所がネットワークを強化し、事例検討やスキルアップ

研修などに取り組むことで圏域での質の向上に取り組んでいきます。 

 

 

 

項 目 数 値 考え方 

【目標値】 

障害福祉サービス等に係る研修への参加 
10 人 職員の参加人数 

【目標値】 

障害者自立支援審査支払等システム等に

よる審査結果の共有 

12 回 事業所との共有回数 
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第３章 障がい児支援の重点課題 
 

 １  障がい児支援体制の整備等 

 子ども・子育て支援法では、基本理念に「子ども・子育て支援の内容及び水準は、

全ての子どもが健やかに成長するように支援するものであって、良質かつ適切なもの

でなければならない」、「地域の実情に応じて、総合的かつ効率的に提供されるよう配

慮して行われなければならない」と定められています。障がいのある子どもに対して、

子ども・子育て支援法に基づく教育・保育などの利用状況も考慮しつつ、居宅介護や

短期入所等の障害福祉サービス、児童福祉法に基づく障がい児支援等の専門的な支援

体制を確保していきます。 

 

◆１－１ 障がい児に対する重層的な地域支援体制  

【国の指針】 

 児童発達支援センターを中核とした重層的な地域支援体制の構築を目指すため、

2026（令和８）年度末までに、児童発達支援センターを各市町村に１か所以上設置

することを基本としています。 

 また、障がい児の地域社会への参加・包容（インクルージョン）を推進するため、

各市町村に設置された児童発達支援センターや地域の障害児通所支援事業所等が保

育所等訪問支援等を活用しながら、2026（令和８）年度末までに、全ての市町村に

おいて、障がい児の地域社会への参加・包容（インクルージョン）を推進する体制を

構築することを基本としています。 

 

【市の状況】 

 児童発達支援センターを 2020（令和２）年４月に整備し、保育所等訪問支援事業

を実施しています。 

 

【市の目標】 

 こども発達支援センター、保健、障がい福祉、保育、教育などの関係機関や事業所

などと、地域における障がい児支援の中核的役割を担う児童発達支援センターが連携

しながら、乳幼児から一貫した効果的な支援を身近な場所で提供する体制の充実を図

り、多様な障がいのある子どもとその家族への適切な発達支援と子育て支援の提供に

繋げます。 
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◆１－２ 重症心身障がい児・医療的ケア児への支援体制  

【国の指針】 

2026（令和８）年度末までに、主に重症心身障がい児を支援する児童発達支援事

業所及び放課後等デイサービス事業所を各市町村又は圏域に少なくとも 1 か所以上

確保することを基本としています。 

 また、保健・医療・障がい福祉・保育・教育等の関係機関などが連携を図るための

協議の場を設けるとともに、医療的ケア児等に関するコーディネーターを配置するこ

とを基本としています。 

 

【市の状況】 

 重症心身障がい児対象の児童発達支援事業所及び放課後等デイサービス事業所の

利用状況について、保健・障がい福祉・保育・教育などの関係機関で情報共有を行っ

ています。 

医療的ケア児の支援については、保健・医療・障がい福祉・保育・教育などの関係

機関の連携強化に向けた協議を行っています。また、養成研修を修了した医療的ケア

児等コーディネーターを配置しています。 

 

【市の目標値】 

 2026（令和８）年度末までに、重症心身障がい児を対象とする児童発達支援事業

所及び放課後等デイサービス事業所については、圏域で 1 か所整備済みですが、市で

の整備に努めます。 

また、医療的ケア児の支援に関する協議の場については、圏域では設置済みであり、

市の保健・医療・障がい福祉・保育・教育などが連携し協議を続けていきます。 

医療的ケア児等コーディネーターについては配置済みであり、引き続き確保に努め

ます。 
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項 目 数 値 考え方 

【目標値】 

2026（令和８）年度末までに障

がい児の地域社会への参加・包

容（インクルージョン）推進体

制の構築 

実施 

地域におけるインクルージ

ョン推進の中核機関とし

て、保育所等に対し専門的

支援や助言を行う機能が求

められている児童発達支援

センターに事業を委託。 

【目標値】 

2026（令和８）年度末の重症心

身障がい児を対象とする児童発

達支援事業所、放課後等デイサ

ービス事業所の整備数・場所 

児童発達支援事業所 

１か所整備／市または圏域 

放課後等デイサービス事業所 

１か所整備／市または圏域 

重症心身障がい児が、身近

な地域で支援を受けられる

ようにするため整備する。 

【目標値】 

2026（令和８）年度末の医療的

ケア児支援のための関係機関の

協議の場の設置 

１か所設置／圏域 

圏域（津市・鈴鹿市・亀山

市・名張市・伊賀市）で行

う５市連携研究会を設置済

み。 

【目標値】 

2026（令和８）年度末の医療的

ケア児支援のためのコーディネ

ーターの配置 

１人配置／ 市 

医療的ケア児等コーディネ

ーター養成研修修了者を配

置する。 
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第４章 障害福祉サービスと地域生活支援事業 
 

１－１ 障がい者支援サービス目標量設定の考え方 

障害福祉サービスや地域生活支援事業の目標量設定については、2021（令和３）

年度から 2023（令和５）年度の利用実績をもとに利用者数等の推計を行い、併せ

て障害者総合支援法等の関係法令を踏まえ設定します。 

ただし、2023（令和５）年度については見込数値とします。 

また、利用実績を見ると、一定のサービスを除き、利用希望者数は微増に留まっ

てきています。このことも踏まえ、第７期計画の目標値を設定しました。 

 

 

１－２ 障害福祉サービスの実績と見込量 

（１）訪問系サービス及び短期入所 

【サービスの概要】  

居宅介護 

自宅で入浴、排泄、食事などの介護を行います。 

重度訪問介護 

重度の肢体不自由者で常に介護を必要とする人に、自宅で入浴、排泄、  

食事の介護、外出時における移動支援などを総合的に行います。 

同行援護 

視覚障がい者が外出するときに、移動に必要な情報を提供し、必要な援護

を行います。 

行動援護 

自己判断能力が制限されている人が行動するときに、危険を回避するため

に必要な支援や外出支援を行います。 

短期入所 

自宅で介護する人が病気の場合などに、短期間、夜間も含め、施設で入浴、

排泄、食事の介護などを行います。 

 

【現状分析】 

居宅介護など訪問系サービスの利用希望者数は、一定数となってきましたが、

サービス種別によってはサービス提供事業者やヘルパーの不足により、十分なサ

ービスが受けられないのが現状です。 
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【現状値】 

サービス種別 

2021 

（令和３）年度 

2022 

（令和４）年度 

2023（令和５）

年度（見込） 

目標 実績 目標 実績 目標 実績 

居宅介護 
実人数 145 138 150 138 155 138 

時間数 1,740 1,788 1,800 1,769 1,860 1,695 

重度訪問介護 
実人数 2 2 2 3 3 3 

時間数 160 322 170 410 270 625 

同行援護 
実人数 14 15 14 16 15 18 

時間数 140 112 154 144 180 177 

行動援護 
実人数 3 3 3 5 4 6 

時間数 75 67 75 124 100 163 

短期入所 
実人数 60 38 65 46 70 52 

人日分 480 364 520 394 560 381 

 

＊実人数：１月あたりの利用人数（以下同様） 

＊時間数：１月あたりのサービス提供時間（以下同様） 

＊人日分：「月間の利用人数」×「１人１月あたりの平均利用日数」（以下同様） 

 

【目標値の見込方】 

第７期計画では、国の指針に基づき、現に利用している人数などを勘案して、

各サービスとも増加を見込んで目標値を設定していますが、重度障害者等包括支

援については、市内にサービス提供事業所の確保が見込めないため、目標値の設

定ができませんでした。 

短期入所については、利用希望が多い中、事業所数は不足している状況が続い

ており、早急な整備が求められています。 

今後、事業所の確保が見込めないサービスについては、介護保険事業所への共

生型サービスの推奨や必要に応じた基準該当サービス事業所の指定など、各サー

ビスが十分に提供されるよう、実施事業者の確保に努めます。 

【目標値】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

サービス種別 
2024 

（令和６）年度 

2025 

（令和７）年度 

2026 

（令和８）年度 

居宅介護 
実人数 140 145 150 

時間数 1,820 1,885 1,950 

重度訪問介護 
実人数 3 3 4 

時間数 420 420 560 
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【目標値（つづき）】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

（２）日中活動系サービス 

【サービスの概要】 

生活介護 

常に介護を必要とする人に主として昼間に、入浴、排泄、食事の介護など

を行うとともに、創作的活動又は生産活動の機会を提供します。 

自立訓練（機能訓練・生活訓練） 

自立した日常生活又は社会生活ができるよう、一定期間、身体機能又は生

活能力の向上のために必要な訓練を行います。 

就労移行支援 

一般企業などへの就労を希望する人に一定期間、就労に必要な知識及び能

力向上のために必要な訓練を行います。 

就労継続支援（Ａ型・Ｂ型） 

一般企業などでの就労が困難な人に、働く場を提供するとともに、知識及

び能力向上のために必要な訓練を行います。 

就労定着支援 

就労の定着を図るため、相談を通じて生活面の課題を把握するとともに、

企業や関係機関などとの連絡調整や課題解決に向けた支援を行います。 

就労選択支援 

障がい者本人が就労先・働き方についてより良い選択ができるよう、就労

アセスメントの手法を活用して、本人の希望、就労能力や適性等に合った

選択を支援します。 

療養介護 

医療と常時介護を必要とする人に、医療機関で機能訓練、療養上の管理、

介護及び日常生活の介助を行います。 

 

 

サービス種別 
2024 

（令和６）年度 

2025 

（令和７）年度 

2026 

（令和８）年度 

同行援護 
実人数 18 19 20 

時間数 162 171 180 

行動援護 
実人数 6 7 8 

時間数 150 175 200 

短期入所 
実人数 55 60 65 

人日分 495 540 585 
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【現状分析】 

生活介護については、利用実績は伸びており、利用希望も多くありますが、サ

ービス提供事業所が増えていないことから整備が求められています。生活訓練は

利用者が減少しており、目標を下回る結果となりました。 

就労移行支援については、新たに開設した事業所もあり、利用実績が増えてき

ています。就労継続支援については、就労継続支援Ｂ型事業所が増えてきており、

利用者も増加しています。 

【現状値】 

サービス種別 

2021 

（令和３）年度 

2022 

（令和４）年度 

2023（令和５）

年度（見込） 

目標 実績 目標 実績 目標 実績 

生活介護 
実人数 220 228 225 230 230 231 

日数 4,400 4,228 4,500 4,255 4,600 4,368 

自立訓練（機能訓練） 
実人数 2 1 2 2 2 2 

日数 40 21 40 32 40 33 

自立訓練（生活訓練） 
実人数 18 15 19 13 20 13 

日数 234 190 247 177 260 186 

就労移行支援 
実人数 15 4 17 7 20 9 

日数 240 59 272 111 320 162 

就労継続支援（Ａ型） 
実人数 54 59 55 60 56 58 

日数 1,080 1,124 1,100 1,106 1,120 1,097 

就労継続支援（Ｂ型） 
実人数 245 244 250 239 255 245 

日数 4,410 4,221 4,500 4,106 4,590 4,282 

就労定着支援 実人数 10 6 13 5 16 3 

療養介護 実人数 9 9 10 10 10 14 

【目標値の見込方】 

現在の市内のサービス提供事業所数や、サービス利用の伸び等を勘案し、以下

のように目標値を設定します。 

【目標値】 

サービス種別 
2024 

（令和６）年度 

2025 

（令和７）年度 

2026 

（令和８）年度 

生活介護 
実人数 232 233 234 

人日分 4,408 4,427 4,446 

自立訓練（機能訓練） 
実人数 2 2 2 

人日分 40 40 40 

自立訓練（生活訓練） 
実人数 15 17 19 

人日分 210 238 266 
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【目標値（つづき）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）居住系サービス 

【サービスの概要】 

自立生活援助 

一人暮らしに必要な理解力や生活力を補うために、定期的な居宅訪問や関

係機関との連絡調整などの支援を行います。 

共同生活援助（グループホーム） 

夜間や休日に共同生活を行う住居で、相談、入浴、排泄又は食事の介護、

その他の日常生活上の援助を行います。 

また、居宅における自立した日常生活への移行を希望する入居者に対し、

居宅生活への移行や、移行後の定着に関する相談等の支援を行います。 

施設入所支援 

施設に入所する人に、主として夜間に入浴、排泄、食事の介護などを行い

ます。 

 

【現状分析】 

共同生活援助（グループホーム）については、市内で新たな施設の整備が進ん

でいます。 

自立生活援助については、市内に事業所がなく、県内でも１事業所のみとなっ

ているため、実績は０でした。 

 

 

 

 

サービス種別 
2024 

（令和６）年度 

2025 

（令和７）年度 

2026 

（令和８）年度 

就労移行支援 
実人数 10 15 20 

人日分 160 240 320 

就労継続支援（Ａ型） 
実人数 60 61 62 

人日分 1,140 1,159 1,178 

就労継続支援（Ｂ型） 
実人数 250 255 260 

人日分 4,250 4,335 4,420 

就労定着支援 実人数 5 7 9 

就労選択支援 実人数  1 2 

療養介護 実人数 10 10 11 
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【現状値】 

 【目標値の見込方】 

共同生活援助（グループホーム）や自立生活援助は、地域移行を進めるうえで

重要なサービスとなります。グループホームの整備や利用者の増加を見込んで目

標値を設定しています。 

 

 【目標値】 

 

 

 

 

 

 

 （施設整備見込量） 

 

 

 

 

 

 

 

（４）相談支援 

【サービスの概要】 

計画相談支援 

障害福祉サービス又は地域相談支援を利用する全ての障がい者に対し、相

談支援専門員がサービスの利用のための支援や調整を行い、サービス等利

用計画案を作成するとともに、サービス等の利用状況の検証を行い必要に

応じて計画の見直しを行います。 

地域移行支援 

障がい者支援施設等に入所している障がい者又は精神科病院に入院してい

る精神障がい者に対して、住居の確保やその他の地域生活移行のための活

動に関する相談等を行います。 

サービス種別 

2021 

（令和３）年度 

2022 

（令和４）年度 

2023（令和５）

年度（見込） 

目標 実績 目標 実績 目標 実績 

自立生活援助 実人数 1 0 2 0 2 0 

共同生活援助（ＧＨ） 実人数 120 112 125 112 130 116 

施設入所支援 実人数 81 82 81 82 80 82 

サービス種別 
2024 

（令和６）年度 

2025 

（令和７）年度 

2026 

（令和８）年度 

自立生活援助 実人数 1 1 2 

共同生活援助（ＧＨ） 実人数 130 135 140 

施設入所支援 実人数 81 79 77 

 

サービス種別 

2023 

（令和５）

年度 

2024 

（令和６）

年度 

2025 

（令和７）

年度 

2026 

（令和８）

年度 

実績 目標 

共同生活援助（ＧＨ） 
定員数 

（人） 
140 150 160 165 
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地域定着支援 

施設・病院からの退所・退院、家族との同居から一人暮らしに移行した障

がい者及び地域生活が不安定な障がい者に対し、常時の連絡体制を確保し、

障がいの特性に起因して生じた緊急の事態等に関する相談を行います。 

 

【現状分析】 

計画相談支援については、サービス利用者全員に計画相談支援を行うことがで

きました。しかし、障害福祉サービスの利用希望が多く、計画相談支援事業の負

担が大きいことが課題となっています。支援困難ケースへの積極的な対応を行う

ほか、専門性の高い人材を確保し、地域全体で本人の意思を中心に据えた質の高

いマネジメントを提供することを目的とした、市内の計画相談支援事業所による

協働体制が 2022（令和４）年度に立ち上げられました。 

地域定着支援については、利用実績がありませんでした。 

 

【現状値】 

 

 

 

 

 

 

 

＊人数については１月あたりの利用人数（以下同様） 

 

【目標値の見込方】 

計画相談支援については、全ての障害福祉サービス利用者に計画相談支援を行

うこととし、新規利用者数とモニタリングも含めた目標値を設定します。 

今後も、相談対応の質の向上を図り、充実したサービス利用となるよう支援を

行う必要があります。 

また、地域移行支援と地域定着支援については、今後の地域移行者数を踏まえ

て目標値を設定します。 

【目標値】                       

 

 

 

サービス種別 

2021 

（令和３）年度 

2022 

（令和４）年度 

2023（令和５）

年度（見込） 

目標 実績 目標 実績 目標 実績 

計画相談支援 人数 214 239 217 242 220 266 

地域移行支援 人数 1 0 2 1 2 0 

地域定着支援 人数 1 0 2 0 2 0 

 

サービス種別 
2024 

（令和６）年度 
2025 

（令和７）年度 
2026 

（令和８）年度 

計画相談支援 人数 252 262 272 

地域移行支援 人数 1 1 2 

地域定着支援 人数 1 1 2 
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２－１ 障がい児支援サービス目標量設定の考え方 

障がい児支援サービスの目標量設定については、2021（令和３）年度から 2023

（令和５）年度の利用実績をもとに利用者数等の推計を行い設定します。 

ただし、2023（令和５）年度については見込数値とします。 

また、障がいの特性もさまざまで、低年齢児や外国籍の児童など、多様な利用者

がいる上に、小学生から高校生までが同じ空間を利用していることから、さまざま

な課題が生じています。利用希望者数も増加していることを踏まえ目標値を設定し

ています。 

 

 

２－２ 障がい児支援サービスの実績と見込量 

【サービスの概要】 

児童発達支援 

未就学の障がい児が通所により利用する身近な療育の場として、日常生活

における基本的な動作の指導、知識技能の付与、集団生活への適応訓練及

びその他必要な支援を行います。 

放課後等デイサービス 

就学中の障がい児に対し、放課後や夏休みなどの長期休暇中において、生

活能力向上のための訓練等を継続的に提供することにより、学校教育と相

まって障がい児の発達の支援を行います。 

保育所等訪問支援 

保育所等に通う障がいのある児童を対象にして、施設を支援員が訪問し、

集団生活への適応のための専門的な支援等を行います。 
    

居宅訪問型児童発達支援 

    重度の障がい児等であって、児童発達支援等の障害児通所支援を受けるた

めに外出することが著しく困難な障がい児に対して、居宅を訪問し発達支

援を行います。 

障害児相談支援 

児童福祉法に基づく通所サービスを利用する全ての障がい児に対し、相談

支援専門員がサービスの利用のための支援や調整を行い、サービス等利用

計画案を作成するとともに、サービス等の利用状況の検証を行い、必要に

応じて計画の見直しを行います。 
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 【現状分析】 

児童発達支援及び放課後等デイサービスの利用希望は年々増加しており、目標

値を大きく上回っています。サービス提供事業所の整備も進んでいますが、未だ

に不足している現状です。 

保育所等訪問支援については、目標値には達していませんが利用実績は増加し

ています。 

 【現状値】 

サービス種別 

2021 

（令和３）年度 

2022 

（令和４）年度 

2023（令和５） 

年度（見込） 

目標 実績 目標 実績 目標 実績 

児童発達支援 
実人数 60 68 65 86 70 80 

日数 240 282 260 340 280 341 

居宅訪問型 

児童発達支援 

実人数 1 0 1 0 1 0 

日数 4 0 4 0 4 0 

放課後等デイサービス 
実人数 150 161 155 173 160 191 

日数 1,800 1,950 1,860 2,017 1,920 2,324 

保育所等訪問支援 
実人数 15 12 20 12 25 9 

日数 30 20 40 20 50 15 

障害児相談支援 人数 60 73 62 74 64 80 

 【目標値の見込方】 

障害児通所支援については、市内のサービス提供事業所の定員数、市外のサー

ビス提供事業所の利用状況及びサービス利用の伸び等を勘案し、以下のように目

標値を設定します。 

また、障害児相談支援については、障害者総合支援法に基づく計画相談支援と

同じく、全ての障害児通所支援の利用児に対し障害児計画相談支援を行うことと

し、今後の新規利用者数とモニタリングも含めた目標値を設定します。 

 【目標値】 

 

 

 

 

 

 

 

サービス種別 
2024 

（令和６）年度 
2025 

（令和７）年度 
2026 

（令和８）年度 

児童発達支援 
実人数 90 92 94 

人日分 360 368 376 

居宅訪問型 

児童発達支援 

実人数 1 1 1 

人日分 4 4 4 

放課後等デイサービス 
実人数 200 210 220 

人日分 2,400 2,520 2,640 

保育所等訪問支援 
実人数 14 16 18 

人日分 28 32 36 

障害児相談支援 人数 81 88 95 
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 ３  地域生活支援事業の内容と見込量 

（１）必須事業 

①理解促進研修・啓発事業 

【事業内容】 

地域の住民等に対して、障がいのある人などに対する理解を深めるための研

修や啓発を行います。ヘルプマークや思いやり駐車場などの普及にも努めます。 

障がい者差別解消に向け、市職員としての対応要領に基づき、全庁的な取り

組みを進めていきます。 

 【目標値の見込方】 

   地域の住民等に対して、障がいのある人などに対する理解を深めるための研

修会や街頭啓発などを実施します。また、メディアを利用した啓発についても実

施します。 

障がいのある人からの相談や紛争解決のため、障がい者地域自立支援協議会

の中に、地域の関係機関と連携した障がい者差別解消支援専門部会を引き続き設

置します。 

 【目標値】 

事 業 名 
2024 

（令和６）年度 
2025 

（令和７）年度 
2026 

（令和８）年度 

理解促進研修・啓発事業 実施の有無 実施 実施 実施 

 

②自発的活動支援事業 

【事業内容】 

障がいのある人やその家族、地域住民などが自発的に行う活動を支援します。 

 【目標値の見込方】 

   地域での身近な相談体制推進のため、障がい者相談員設置事業等を実施しま

す。 

【目標値】 

事 業 名 
2024 

（令和６）年度 
2025 

（令和７）年度 
2026 

（令和８）年度 

自発的活動支援事業 実施の有無 実施 実施 実施 

 

③相談支援事業 

【事業内容】 

障がいのある人などが自立した日常生活及び社会生活を営むことができるよ

う、障がいのある人や障がいのある子どもの保護者又は介護を行う者、関係機関

などからの相談に応じ、必要な情報の提供を行うことや権利擁護のために必要な

支援を行います。 
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【目標値の見込方】 

相談支援事業を効果的に実施するため、障がい者団体代表者、福祉・保健・

医療関係者、労働関係機関、教育関係者などからなる「伊賀市障がい者地域自立

支援協議会」を引き続き設置するとともに、中立・公平な相談支援事業の実施の

ほか、地域の関係機関の連携を強化し、ネットワークの構築を図るため、地域に

おける相談支援の中核的な役割を担う基幹相談支援センターを設置します。 

【目標値】 

事 業 名 
2024 

（令和６） 
年度 

2025 
（令和７） 

年度 

2026 
（令和８） 

年度 

相談支 

援事業 

障がい者基幹相談支援 

センター 
実施の有無 実施 実施 実施 

地域自立支援協議会 実施の有無 実施 実施 実施 

 

④成年後見制度利用支援事業 

 【事業内容】 

障害福祉サービスの利用の観点から成年後見制度を利用することが有用であ

ると認められる知的障がい者又は精神障がい者の権利擁護を図るため、成年後見

制度の利用支援を行います。 

 【目標値の見込方】 

「伊賀地域福祉後見サポートセンター」を引き続き設置し、成年後見制度の

利用に際し相談対応や助言を行います。 

また、成年後見制度（法定後見）の申し立てを行う親族がいない人や、申し

立てに係る費用や後見人などへの報酬を負担できない人を対象に、申請手続きや

費用負担の支援を行います。 

【目標値】 

事 業 名 
2024 

（令和６）年度 
2025 

（令和７）年度 
2026 

（令和８）年度 

成年後見制度利用支援事業 実施の有無 実施 実施 実施 

 

 ⑤成年後見制度法人後見支援事業 

【事業内容】 

成年後見制度における後見などの業務を適正に行うことができる法人を確保

できる体制を整備するとともに、市民後見人の活用も含めた法人後見の活動を支

援します。 

【目標値の見込方】 

「伊賀地域福祉後見サポートセンター」事業を委託している社会福祉協議会

などと今後の事業実施について協議していきます。 
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【目標値】 

事 業 名 
2024 

（令和６）年度 
2025 

（令和７）年度 
2026 

（令和８）年度 

成年後見制度法人後見支援事業 実施の有無 実施 実施 実施 

 

⑥意思疎通支援事業 

【事業内容】 

意思疎通を図ることに支障がある障がいのある人などとその他の人との意思

疎通を支援するため、手話通訳者、要約筆記奉仕員などの派遣や点訳、音訳など

による支援を行います。 

  【現状値】 

事 業 名 

2021 

（令和３） 

年度 

2022 

（令和４） 

年度 

2023 

（令和５） 

年度（見込） 

手話通訳者設置事業 実設置者数 １ 0 0 

手話通訳者・要約筆記奉仕員派遣事業 延べ派遣回数 435 341 330 

点字広報・声の広報等発行事業 実施の有無 実施 実施 実施 

点字奉仕員等養成事業 実施の有無 実施 実施 実施 

【目標値の見込方】 

手話通訳者設置事業については 2022（令和４）年度より設置ができていま

せんが、手話通訳者・要約筆記奉仕員派遣の制度の周知をより積極的に行い、必

要とする方に支援が充分に行き渡るよう、利用を促進していきます。 

  

 【目標値】 

事 業 名 
2024 

（令和６） 
年度 

2025 
（令和７） 

年度 

2026 
（令和８） 

年度 

手話通訳者設置事業 実設置者数 - - - 

手話通訳者・要約筆記奉仕員派遣事業 延べ派遣回数 400 410 420 

点字広報・声の広報等発行事業 実施の有無 実施 実施 実施 

点字奉仕員等養成事業 実施の有無 実施 実施 実施 

 

⑦日常生活用具給付等事業 

【事業内容】 

障がいのある人などの日常生活の利便性向上を図るため、自立生活支援用具

などの日常生活用具を給付します。 
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 【サービスの概要】 

介護・訓練支援用具 : 特殊寝台、特殊マット、移動用リフトなど 

自立生活支援用具  : 入浴補助用具、つえ、便器、頭部保護帽、特殊便器など 

在宅療養等支援用具 : ネブライザー、電気式たん吸引器、盲人用体温計など 

情報･意思疎通支援用具 : 視覚障害者用ポータブルレコーダー、視覚障害者用拡大読

書器、携帯用会話補助装置、聴覚障害者用通信装置など 

排泄管理支援用具  : ストマ用装具、収尿器 

居宅生活動作補助用具: 障がい者の移動などを円滑にする用具で設置に小規模な住

宅改修を伴うもの 

【現状値】 

事 業 名 

2021 

（令和３）年度 

2022 

（令和４）年度 

2023（令和５）

年度（見込） 

目標 実績 目標 実績 目標 実績 

介護・訓練支援用具 給付件数 5 6 5 4 5 5 

自立生活支援用具 給付件数 15 8 15 12 15 14 

在宅療養等支援用具 給付件数 10 5 10 5 10 5 

情報・意思疎通支援用具 給付件数 15 9 15 21 15 25 

排泄管理支援用具 給付件数 1,880 1,789 1,934 1,945 1,989 1,989 

居宅生活動作補助用具
（住宅改修費） 

給付件数 5 4 5 2 5 2 

合 計 給付件数 1,930 1,821 1,984 1,989 2,039 2,040 

【目標値の見込方】 

本制度が広く周知され増加傾向であり、実績から目標値を設定しています。 

 

【目標値】 

用 具 名 
2024 

（令和６）年度 
2025 

（令和７）年度 
2026 

（令和８）年度 

介護・訓練支援用具 給付件数 5 5 5 

自立生活支援用具 給付件数 15 15 15 

在宅療養等支援用具 給付件数 10 10 10 

情報・意思疎通支援用具 給付件数 20 25 30 

排泄管理支援用具 給付件数 2,034 2,080 2,126 

居宅生活動作補助用具 
（住宅改修費） 

給付件数 5 5 5 

合 計 給付件数 2,089 2,140 2,191 
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⑧手話奉仕員養成研修事業 

【事業内容】 

聴覚障がい者などとの交流活動の促進、市の広報活動などの支援者として期待

される日常会話程度の手話表現技術を取得した手話奉仕員を養成します。 

【目標値の見込方】 

   手話奉仕員養成講座や、講座修了生に対しフォローアップ研修を実施します。 

 

【目標値】 

事 業 名 
2024 

（令和６）年度 
2025 

（令和７）年度 
2026 

（令和８）年度 

手話奉仕員養成研修事業 実施の有無 実施 実施 実施 

 

⑨移動支援事業 

 【事業内容】 

屋外での移動が困難な障がい者などに対して、社会生活上必要不可欠な外出及

び余暇活動などの社会参加のため、外出時における移動支援を行います。 

 

【現状値】 

事 業 名 

2021 

（令和３）年度 

2022 

（令和４）年度 

2023（令和５） 

年度（見込） 

目標 実績 目標 実績 目標 実績 

移動支援事業 
利用者数 154 135 159 130 164 129 

延べ利用時間数 7,609 6,165 7,383 5,819 7,165 5,459 

【目標値の見込方】 

居宅介護等の事業と同様、サービスが十分に提供されるよう、実施事業者の

確保に努めます。 

 

【目標値】 

事 業 名 
2024 

（令和６）年度 
2025 

（令和７）年度 
2026 

（令和８）年度 

移動支援事業 
実利用者数 140 145 150 

延べ利用時間数 6,720 6,960 7,200 

 

 

（２）任意事業 

 ①訪問入浴サービス 

 【事業内容】 

看護師又は准看護師若しくは介護職員が、身体に重度の障がいのある人を訪

問し、居宅において入浴サービスを実施します。 
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 【現状値】 

事 業 名 

2021 
（令和３）年度 

2022 
（令和４）年度 

2023（令和５） 
年度（見込） 

目標 実績 目標 実績 目標 実績 

重度障害者等訪問

入浴サービス 
実利用者数 3 2 3 2 3 2 

【目標値の見込方】 

事業の継続によってニーズへの対応と着実な実施を図りつつ、事業の啓発を

行います。 

  

 【目標値】 

事 業 名 
2024 

（令和６）年度 
2025 

（令和７）年度 
2026 

（令和８）年度 

重度障害者等訪問入浴

サービス 
実利用者数 3 3 3 

 

②生活訓練等事業 

【事業内容】 

障がいのある人などに対して、日常生活上必要な訓練・指導などを行います。 

【現状値】 

事 業 名 

2021 

（令和３）年度 

2022 

（令和４）年度 

2023（令和５） 

年度（見込） 

目標 実績 目標 実績 目標 実績 

視覚障がい児（者） 

歩行訓練等給付事業 
実利用者数 10 11 11 14 13 12 

【目標値の見込方】 

   視覚障がいのある人に対する歩行訓練や生活訓練などを実施します。 

 

 【目標値】 

事 業 名 
2024 

（令和６）年度 
2025 

（令和７）年度 
2026 

（令和８）年度 

視覚障がい児（者） 
歩行訓練等給付事業 

実利用者数 15 15 15 

 

 ③日中一時支援事業 

【事業内容】 

障がいのある人などの日中における活動の場を確保し、障がいのある人など

の家族の就労支援及び障がいのある人などを日常的に介護している家族の一時

的な休息を推進します。 
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【現状値】 

事 業 名 

2021 
（令和３）年度 

2022 
（令和４）年度 

2023（令和５） 
年度（見込） 

目標 実績 目標 実績 目標 実績 

日中一時支援事業 実利用者数 375 277 399 281 425 280 

 【目標値の見込方】 

日中一時支援事業は、今後もニーズが高いと予想されることから増加を見込

んでいますが、サービスが十分に提供されるよう、実施事業所の確保に努めます。 

 

【目標値】 

事 業 名 
2024 

（令和６）年度 
2025 

（令和７）年度 
2026 

（令和８）年度 

日中一時支援事業 実利用者数 300 310 320 

 

④成年後見制度普及啓発事業 

【事業内容】 

社会福祉協議会における伊賀地域福祉後見サポートセンターとの連携など、成

年後見制度の普及・利用促進に向けた取り組みを行います。 

 

 ⑤障害者虐待防止対策支援事業 

【事業内容】 

障害者虐待防止法に基づき、虐待の予防と早期発見のための取り組みを進める

とともに、障がい者を現に養護する人（養護者）に対して支援を行います。 

また、障がい福祉施設従事者などや使用者による虐待を防止するため、研修会

を開催し、地域の住民及び民間事業者などに対しても継続的に啓発を行います。 

 

⑥障がい者による文化芸術活動の推進 

【事業内容】 

2018（平成 30）年に施行された「障害者による文化芸術活動の推進に関す

る法律」、2020（令和２）年に策定した「伊賀市文化振興ビジョン」の理念に基

づき、個性や能力を発揮できるよう、創造機会の拡大や発表機会の確保、評価等

の促進のための取り組みを行います。 
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 ⑦障がいを理由とする差別の解消の推進 

 【事業内容】 

障害者差別解消法に基づき、障がいのあるなしに関わらず、お互いの人格と個

性を尊重しあいながら共生する社会の実現に向け、広く市民に周知するとともに

差別解消のための啓発を継続的に行います。また、2024（令和６）年４月の改

正法施行にあわせて、障がいのある人に対する「不当な差別的取扱い」の禁止や

「合理的配慮の提供」についての周知・啓発に努めます。 

障害者週間における街頭啓発や、伊賀鉄道ギャラリー列車、公共施設等での当

事者の作品展示など、目にしていただける多くの機会を設けます。 
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第５章 計画推進のための取り組み 
 

 １  障がい者地域自立支援協議会の運営 

障がい者地域自立支援協議会は、障害者総合支援法第 77 条第１項第３号に基づ

く相談支援事業を実施していくうえで、中立・公平性を確保し、事業を適切に運営

するとともに、障がい者支援に関する機関・団体などのネットワークを構築し、困

難ケースへの対応等を図る組織として位置づけられています。 

本市では、こうした機能に加え、PDCA サイクルにより本計画の進捗状況の確

認・評価及び見直しを行うとともに、障がい者福祉を推進していくうえでのさまざ

まな協議を行っていく中核的な組織として障がい者地域自立支援協議会を設置し、

障がいのある人や保健・医療・福祉・保育・教育・就労などの幅広い機関の代表の

参加を得ながら、さまざまな協議を行い、本計画に掲げたサービス量の確保等に努

めていきます。 

また、分野ごとにそれぞれの現場で実際に支援に携わっている人や関係機関など

が協議する場として専門部会を設置し、当事者や家族の意見も聴きながら、本市の

現状やニーズの把握などに努めます。 

 

 ２  伊賀圏域障がい福祉連絡協議会の運営 

 伊賀圏域障がい福祉連絡協議会は、名張市と伊賀市による連携及び支援の体制に関

する仕組みについて中核的な役割を果たすとともに、伊賀圏域の障害保健福祉に関す

る課題を集約し、施策への反映等課題の解決に向けた協議を行う場として位置づけら

れています。 

 また、必要に応じ課題解決のための調査研究や情報収集、人材育成を行うことを目

的とし専門部会を置くことができ、両市のさまざまな関係機関が調査検討を行ってい

ます。 

 

 

◆各協議会の組織体制図 

 

 

 

 

 

 

 

 

伊賀市障がい者地域自立支援協議会 
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庁内推進会議 

各専門部会 

伊賀圏域障がい福祉連絡協議会 
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（両市・専門部会長） 
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